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（ウ） リノベーションまちづくり（第１１条） 

まちに賑わいを取り戻すため、遊休不動産をリノベーションの手法を用いて再生すること 

で、産業振興、雇用創出、コミュニティ再生、エリア価値の向上などを図る事業であり、市 

内で活動されているまちづくり事業者や不動産オーナー等と連携し、市内各地で事業展開を 

した。 

  また、黒崎地区では、令和元年度から、商店街エリアの遊休不動産等を活用するリノベー 

ションまちづくりの取組を開始している。商店街の空き店舗を題材にリノベーションスクー 

ルを開催したところ、民間事業者によるリノベーションの動きが現れ、本年５月には商店街 

の一角（寿通り商店街）にアーケードシェアハウスと商業テナントで構成されるリノベーシ 

ョン物件がオープンした。 

【エリアごとの取組状況】                        単位：件、人 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

門 司 区 
事業化件数 ５ ２ ２

雇用者数 １７ ７ ５

小倉北区 
事業化件数 １ ２ ０

雇用者数 ３９ ２３ １９

小倉南区 
事業化件数 １ ０ ０

雇用者数 １ ０ ０

若 松 区 
事業化件数 ０ １ ０

雇用者数 ０ ３ ０

八幡西区 
事業化件数 １ １ ３

雇用者数 ０ ４ ８

小 計 
事業化件数 ８ ６ ５

雇用者数 ５７ ３７ ３２

リノベーションに

関連する 

まちづくり会社等

雇用者数 １１ ６ ０

合 計 
事業化件数 ８ ６ ５

雇用者数 ６８ ４３ ３２

【リノベーションスクール等の開催状況】                 単位：回、人 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

リノベーション

スクール 

回数 ０ １ １

人数 ０ １６ －

まちづくり・ 

再生塾 

回数 １ ０ １

人数 ４０ ０ ３３

※ 令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、リノベーションスクールは 

オンラインセミナーに代替した。 
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キ 経営に関する支援 

（ア）北九州市中小企業融資制度（第９条第４項、第１２条）

市内中小企業が、事業を行っていく上で必要な運転資金や設備資金を円滑に調達できるよ 

う、北九州市が取扱金融機関及び福岡県信用保証協会と連携して行っている融資制度である。 

【中小企業融資利用状況】                単位：件、百万円 

区分 

平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

新規貸出 新規貸出 新規貸出 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

計 2,839 23,275 3,193 29,886 3,450 73,450

小規模企業者

支援資金 
1,477 5,871 1,532 6,048 349 1,423

一般 

事業 

資金 

小口 477 3,609 533 4,197 118 860

長期 405 8,599 367 7,820 52 1,127

短期 186 1,355 177 1,190 44 463

災害復旧 

資金 
0 0 0 0 0 0

連鎖倒産 

防止資金 
0 0 0 0 0 0

景気対応 

資金 
112 3,044 401 9,914 2,715 68,529

経営力強化サ

ポート 

資金 

0 0 0 0 0 0

開業支援 

資金 
178 730 180 690 167 822

事業承継 

資金 
- - - - 4 215

成長加速化協

調資金 
- - 1 10 0 0

新事業開拓支

援資金 
0 0 0 0 0 0

新成長戦略み

らい資金 
4 65 2 14 1 10

高度化・準高度

化資金他 
0 0 0 0 0 0
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（イ）中小企業支援センター特定支援事業（第９条第１項、第１２条） 

中小企業の経営革新を促進するため、「中小企業支援センター」において、経営相談、専 

門家派遣、情報提供などをワンストップで実施するとともに、巡回専門相談員やマッチング 

コーディネーターによる企業訪問を実施した。 

【業種別相談件数】                             単位：件 

業種 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

製造業 ３３３ ３５９ ２０７

卸売業 １６ １４ １３

建設業 ４９ ５０ ２２

小売業 ５３ ７５ ４０

サービス業 ４０４ ２８７ ２２０

その他 ６１ ７４ ２１

小計 ９１６ ８５９ ５２３

【内容別相談件数】                             単位：件 

 相談内容 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

【
経
営
】

経営全般 ２２４ ２６４ １７３

事業承継 ８ ８ ０

事業再生 １ ０ ０

Ｍ&Ａ ４ ８ １

小計 ２３７ ２８０ １７４

【
技
術
】

技術・商品開発 ７５ １１０ ３９

省エネルギー化 ２ ２ ０

小計 ７７ １１２ ３９

【
営
業
】

マーケティング １１７ ８９ ９

販路開拓 ７２ ８４ ７８

海外展開 ３ １１ １３

小計 １９２ １８４ １００

【
資
金
】

資金 ９７ ６６ ４６

税務 ２２ ３０ １４

小計 １１９ ９６ ６０

【
そ
の
他
】

創業・転業 １４６ ７０ ３９

法律 ２２ １０ ６

労務・雇用 ２３ ３３ ２９

人材確保・人材育成 １３ １０ ４

ＩＴ化 ２３ ２１ ４１

取引条件・下請 ２ ４ １

知財 ０ ０ ０

その他 ６２ ３９ ３０

小計 ２９１ １８７ １５０

合計 ９１６ ８５９ ５２３
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【専門家派遣】                         単位：件 

業種 
平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

件数 回数 件数 回数 件数 回数 

製造業 ６ ４６ ５ ４０ ５ ３２

卸売業 ０ ０ ０ ０ ０ ０

建設業 １ ５ ０ ０ ０ ０

小売業 ２ １４ １ １０ ０ ０

サービス業 ９ ５５ ５ ３５ ６ ３４

その他 ２ ５ ０ ０ ４ １３

小計 ２０ １２５ １１ ８５ １５ ７９

（ウ）巡回指導及びマッチングコーディネート事業（第９条第１項、第１２条） 

中小企業支援センターに配置した巡回専門相談員が、市内の中小企業を訪問し、情報提供 

を行うとともに経営課題の解決に向けた支援施策の紹介等を実施した。また、中小企業支援 

センターの専門的知識を有するマネージャーが、その専門性や人的ネットワークを活かして 

販路開拓支援を行った。 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

訪 問 企 業 数 

（うち小規模企業） 

２８７社 

（１８０社） 

２１８社 

（１４３社） 

１８２社 

（１５７社） 

マッチング件数 ５９件（うち成約３件）） ５９件（うち成約４件） １１件（うち成約１件）
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（エ）各種施策への中小企業の意見反映（第９条第２、３項） 

    中小企業の振興に関する施策の実施にあたっては、市内中小企業団体からの中小企業対策 

に関する要望活動や、市内中小企業団体、支援機関、大学などで構成する中小企業振興協議 

会の開催などを通じて、中小企業に関する実態把握および中小企業からの意見を反映したう 

えで、施策を推進した。 

【市内中小企業団体からの要望・回答（抜粋）】 

要望 回答 

地元中小企業の人材確

保に対する支援について 

本市では、雇用対策を引き続き市政の最重要課題と位置づ

け、地元企業の人材確保を支援するために、各種事業を実施

しており、令和２年度についても新型コロナウイルス感染症

の影響を踏まえた人材確保支援を行い、今後も取組みを強化

していきます。 

新型コロナウイルス感

染症の拡大の影響を受け

る中小企業者への支援に

対する予算の増額につい

て 

 中小・小規模企業は地域経済の要であり、雇用を支える重

要な役割を担うものと認識しており、中小企業振興条例に基

づき、中小・小規模企業の振興を図るための施策を適宜実施

していきたいと考えています。 

新型コロナウイルス感

染症の影響を受けた中小

業者への資金繰り支援に

ついて 

従来の資金繰り支援に加えて、オンライン申請の導入など 

審査事務の効率化に取り組み、今後も、金融機関と福岡県信

用保証協会と連携を図りながら、市内企業の資金繰り対策に

万全を期していきます。 

プレミアム付商品券発

行支援事業の継続と助成

拡充について 

本年度も、プレミアム付商品券の発行を継続して支援し、

さらに、新型コロナウイルスの感染拡大の影響により深刻な

打撃を受けた商店街等を支援するため、助成内容を拡充し、

予算も増額しております。 

小売業・サービス業を中

心とする中小企業のキャ

ッシュレス決済の導入促

進等の支援について 

キャッシュレスセミナーを実施し、キャッシュレス決済の

導入促進を図ってまいりました。本年度も引き続き、スマホ

決済の勉強会や環境整備・導入の支援を行っていき、街なか

の消費喚起やにぎわい創出につなげて、生産性向上の支援を

行っていきます。 
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【中小企業振興協議会の開催概要】 

年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

開催日程 平成３０年８月２１日 令和元年８月２１日 令和２年７月２９日 

参加 

メンバー

アドバイザー（専門家） 

中小企業団体（３団体） 

労働団体 

大学 

金融機関 

支援機関（２団体） 

市内企業（４企業） 

行政 

福岡県事業引継ぎ支援センター 

（計１４名）

アドバイザー（専門家） 

中小企業団体（３団体） 

労働団体 

大学 

金融機関 

支援機関（２団体） 

市内企業（３企業） 

行政 

   （計１３名） 

アドバイザー（専門家） 

中小企業団体（３団体） 

労働団体 

金融機関 

支援機関（２団体） 

行政 

  （計９名） 

議題 

①事業承継対策 

②人手不足対策（ＩＴ活用、

地元就職促進） 

①生産性向上（企業連携） 

②ＳＤＧｓの推進

①アフターコロナを見据えて 

・労働環境、生活環境、労働市

場、生産設備、工程の変化等 

意見交換 

の内容 

①事業承継対策に関して専門

家による説明と質疑応答が行

われた。 

②ＩＴ等を活用した生産性向

上と地元就職促進に向けた取

組について、参加者から事例

発表をいただいた上で、情報

交換を行った。 

①２つのテーマに沿って、先進

的な活動に取り組む参加者か

ら活動状況を発表いただき、そ

の他の参加者からの意見や感

想を交えて、意見交換を行っ

た。 

①新型コロナウイルス感染症

の影響により、これまでとは全

く違った経済活動を強いられ

ているが、それを乗り切るため

の対応策などについて、現状を

踏まえながら意見交換を行っ

た。 

主な 

意見 

・ 

要望 

①事業承継対策 

・事業承継は、引継ぎ時期を

決めて、しっかりと準備を進

めていく必要がある。 

・熟練技能者の技術の承継を

どのように行っていくのかと

いう課題も重要である。 

・事業承継を考えている者向

けの勉強会（セミナー）を開

催してほしい。 

②人手不足対策 

・ＩＴ導入補助金等の活用は

いいが、過剰な投資になるな

ど、支援機関がベンダーの言

いなりにならないように勉強

が必要。 

・ドライバー等の職種は、な

かなか人が採用できない。 

・高校生、親が、地元企業を

知る機会を設けることが必

要。 

①生産性向上（企業連携） 

・単なる生産性向上だけでな

く、付加価値を上げることも重

要。 

・企業連携となると社長の意思

等で難しいところもある。 

・行政だけでなく、組合等が中

心に異業種を巻き込み、情報交

換ができる場づくりが重要。 

・生き残る企業は、ネットワー

ク（連携）と地域との共生を考

えている企業。 

②ＳＤＧｓの推進

・学生の採用、社員のモチベー

ションを上げるために、企業と

してＳＤＧｓに確実に取り組

むべき。 

・ＳＤＧｓ経営は、中小企業に

とっては大きなビジネスチャ

ンス。 

・学生が地域活動の場で、自ら

ＳＤＧｓの活動ができる仕組

みづくりが必要。 

①アフターコロナを見据えて 

・テレワークは困難というイメ

ージであったが、実際には問題

ない。 

・商店街では販売方法が変わ

り、ネット販売が増えてきてお

り、各店舗様々な形でチャレン

ジをしようとしている。その時

のノウハウの提供や補助金等

の支援をお願いしたい。 

・建設業で現場作業は、どうし

てもコロナ対応が難しくなる。

その中でマスク、体温検査、健

康状況の把握などに注意して、

現場作業に取り組むようにし

ている。 

・支援機関としては、何とか補

助金を活用して頑張ろうとい

う企業を、職員一丸となって採

択に向けて応援している。 

・これを機にドメインの見直し

など、中長期的に企業のあり方

を見つめ直してみる必要があ

る。 
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ク 中小企業に関する施策等情報の発信 

（ア）中小企業振興施策の情報発信（第９条第９項）

中小企業の振興に関する各種施策については、「北九州市中小企業支援ガイドブック」や 

「ネットワーク北九州」、「北九州商工会議所や中小企業団体のメルマガ」、「緊急経済支援策 

の新聞折り込み」など各種情報媒体を通じて、情報発信を実施し、中小企業の振興に関する 

市民の理解を深めたうえで、施策を推進した。 

【情報発信の内訳（主なもの）】 

項目 概要 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 指標 

中小企業向け

情報誌 

「ネットワー

ク北九州」の

発行 

・毎月１回（メール

配信）及び中小企業

支援センターホーム

ページ上で公開。 

・支援施策の紹介、

イベントやセミナ

ー、企業紹介記事な

どを掲載。 

1,700 部 1,700 部 1,700 部 発行部数

ホームページ

によるＰＲ 

・ホームページに支

援施策やお知らせ、

関連サイトなどをま

とめてＰＲ。 

41,597 件 41,913 件 48,338 件
アクセス

件数 

メールマガジ

ンの発行 

・平成１４年１１月

から毎月１～２回、

最新ニュース、公募

案件やセミナーの案

内などを配信。 

・平成２９年４月か

らは毎週１回に変

更。 

1,171 件 1,276 件 1,394 件
配信先 

件数 

中小企業支援

施策活用ガイ

ドブックの発

行 

・毎月 4月に発行。

・市の制度だけでは

なく、国や県などの

類似の制度も併せて

紹介しており、支援

センター、各区役所

に配置するほか、セ

ミナー受講者などに

無料配布。 

・中小企業団体での

施策説明や金融機関

を訪問しての施策利

用のＰＲなどに活

用。 

7,000 部 6,000 部 6,000 部 発行部数

技術マップの

発行 

・市内中小企業約 400

社の保有する製品、

得意技術などの情報

をまとめたデータベ

ース。 

・平成 17年 3 月から

インターネットで市

内外に情報発信。 

18,045 件 15,412 件 10,130 件
アクセス

件数 
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（イ）学校教育における中小企業の魅力発信（第９条第１０項）

中小企業が本市経済の発展に果たす役割の重要性並びに中小企業者の実績及び魅力の発 

   信を行うものとして、学校教育において、中小企業を含む市内企業の協力のもと、工場見学 

   や企業協同のイベント（ゆめみらいワークなど）を実施した。 

（ウ）北九州ゆめみらいワーク（第９条第１０項） 

学生等を対象に、早い段階からの職業観の醸成や将来の市内就職につなげることを目的に、

地元企業の仕事内容等について、直接聞き体験できるイベントを平成２７年度から開催して

いる。令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により対面開催を見送り、それに替

えて、企業研究や業界研究に活用できる動画等を作成し、市の就職情報サイト「しごまる。」

に公開するとともに、市内外の学校に送付した。 

＜平成３０年度～令和元２年度実績＞ 

 平成３０年度 令和元年度 

出展者数 １２１団体 １３４団体

来場者数 ７，１０３人 ７，５０４人

【ゆめみらいワーク（令和元年度】   

＜令和２年度＞ 

動画作成企業数 ３６団体

冊子掲載企業数 ５８０団体

閲覧件数 
(R3.6.30 現在)

約４，８００件

【「しごまる。」ホームページ】   
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